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 （続紙 ２ ）                            
（論文審査の結果の要旨） 
 
特示命令とは、政務官が予め或ることの作為・不作為を一般的に命ずる告示を出し、
ついで紛争当事者からの申請に応えて、政務官が改めて裁判を介することもなく申請
者が名指しする名宛人に対して当該行為の作為・不作為を直ちに命令する古代ローマ
の制度であり、共和政中期に起源を持つと言われる。当然、特示命令の名宛人の側は
今回の事態は当該告示に該当しないと言って争うことができ、その場合は政務官から
申請者に、本権に関する訴権の有無とは関係なしに、特示命令発令を前提として裁判
を提起する権利が与えられた。やがて特示命令申請は殆ど自明に後続する裁判を帰結
するものとなるが、その結果として帝政後期に至ると却って訴権と同一視され、その
固有の歴史的使命を終えることになる。 
 この制度の歴史的位置づけを巡っては、現代の仮処分制度の前身として論ずる研究
の他、当初訴権による保護を受けられなかった利益が次第次第に法的保護を受けるに
至る過程としてそれを語る膨大な研究史があるが、近年は特に初期の特示命令には公
物管理や公的利害に関わるものが多いことに着目して、ローマ国家の「行政」や「行
政法」の特徴を論ずる研究が進んでいる。 
 著者はこの最後の研究動向に棹さし、且つ古代ローマで端緒的に始まった政務官に
よる「行政」＝公的利益の実現の為の試みが、西洋近世におけるポリツァイの如く特
定任務を与えられた警察権力・行政機構の形成という方向に進むのではなく、むしろ
政務官は私人の申請に基づき裁判の機会を与えることまでしかせず、争点はその後の
裁判において私人間で争わせるという、恰も当時の民事訴訟に見られる政務官の訴訟
要件審査手続きたる「法廷手続」と本審理を担う「審判人手続」の二段階制に類似し
た構図の中に納まって行く歴史的背景は何か、という著者特有の問題意識に基づき、
以下の三つの史料的考察を行う。 
 第一に、共和政中期の植民都市ルーケリアで聖林の清潔維持を巡り政務官により発
せられた告示（ルーケリア碑文）の逐語的解釈を通じて、政務官が告示違背者に対し
て判決手続きを経ずに命令をする形が当時あったこと、しかも争いがあれば私人間で
の訴訟手続きに移行するといった特示命令制度の特徴が既にこの段階で見られること
を指摘する。 
 第二に、紀元後６世紀に編まれた『学説彙纂』の中に見える道路行政（公道の維持
工事に際しての妨害排除等）をめぐる特示命令を主たる史料として、紀元後１～３世
紀（元首政・帝政前期）における公物管理のあり方を検討し、そこでも裁判管轄権者
が私人の申請に基づき特示命令を定型的に発し、その拘束力については事後的に申請
者と命令違背者の間での訴訟で明確化させるという「申請主義」が見られることを確
認する。 
 第三・最後に、一転して遺言・相続といった私法的紛争をめぐって発せられた「遺
言書類を提示させる旨の特示命令」を取り上げ、それもまた訴訟二段階制を前提にし
た上で、遺言開封を含む相続手続きという言わば「本案」を前に、遺言書類の隠匿・
 不提示という取り返しの付かない事態が起こることを避ける限りで「行政」が関与す
る制度であること、そう考えてこそこの史料は理解できることを確認し、また同時に
その中に特示命令制度の適用範囲が私法上の問題に拡大して行く論理を探る。 
 以上を総合して、特示命令の発令という行政手続が、その発令自体の適否を事後的
に審査する訴訟という司法手続の存在を前提に、寧ろその手続を発動する契機として
存在すること、且つ政務官による特示命令発令と審判人による裁判のどちらもが結局
は私人による申請を俟つことを確認し、その背景に官吏・公務員を用意しない、寧ろ
住民相互が一定の参画を果たす古代地中海社会の「市民自治」の伝統があること、そ
こでは公権力が前面に現れないこうした低コストな「行政」のあり方こそが、市民に
よる公物の管理運営のあり方として効率的であり、また国家が私人の実生活に関与す
る度合い・方法として適切だと考えられていたと結論する。 
 ローマ法研究には、法典史料の個々の条文や、特に近年は発掘史料等まで含めた個
別零細な史料を巡る精緻な史料批判の作業というミクロな側面と、西洋法史の揺籃期
において「法」という社会制度が立ち上がってくる人類史的過程の理論的解明という
マクロな側面の両方がある。世界のローマ法学者達と伍して戦う為には前者の要素を
欠かすことはできず、また現今日本のローマ法学界の中で生き抜く為には後者につい
ても何らかの一家言を持つことが求められる。今回取り上げた三史料に対して著者が
行う史料実証作業の密度と精度については、本博士論文を構成する個別論文が刊行さ
れる都度、国内外のローマ法・ローマ史学者や西洋古典学者達から繰り返し高い評価
を受けている。また著者が今回提示した視点が、それら難読史料の解読に新たな切り
口を提供したことも疑いない。それに対して後者の側面は、著者が本論文で懸命に力
を傾ける所であり、敢えて困難に取り組むその勇気と努力は賞賛に値するものの、行
う説明はなお難渋かつ極めて不親切であり、また提示される諸事実と示される理論と
の間にはなお少なからざる距離があると言わざるを得ない。文章をより分かり易いも
のとすることと合わせ、今後の研鑽に期待したい。 
 以上の理由により、本論文は博士（法学）の学位を授与するに相応しい優れた研究
であると認められる。また、平成29年6月8日に調査委員3名が論文内容とそれに関連
した試問を行った結果、合格と認めた。 
 なお、本論文は、京都大学学位規程第14条第2項に該当するものと判断し、公表に
際しては、当該論文の全文に代えてその内容を要約したものとすることを認める。 
 
 
